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講習内容

１．近年の状況

２．標準的なPT調査

３．状況の変化

４．新たな方向性

５．まとめ
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１. 近年の状況
（１）我が国のPT調査の状況

【都市圏PT調査実施の経年推移】 【同一都市圏における調査継続回数】

・パーソントリップ調査の実施件数は1990年代をピークに減少傾向
・多くの都市圏で調査は１回しか行われていない

※2021年時点
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（２）ロンドンでは

・大ロンドンを対象に、ロンドン交通局（TfL）が毎年実施
・調査そのものには法的な位置づけはない
・交通に関する総合的な計画の策定（Mayor’s Transport Strategy:
MTS）が、コンサルテーションプロセスを含めて法的に位置づけられている

出典：Mayor’s Transport Strategy: Supporting Evidence 
Challenges & Opportunities, TFL

出典：Mayor’s Transport Strategy, TFL 出典：Travel in London , TFL
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（３）フランスでは

・1970年代～2013年：150回実施
うち半数以上は2000年以降

・交通計画の策定が
義務付けられ、
その根拠として
PT調査を実施する
都市圏が増加

出典：Olivier R. and Mathieu R., French Household Travel 
Survey: the Next Generation
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（４）日本においても
中京都市圏（R4） 西遠都市圏（R4）

宇都宮都市圏（R4） 岡山県（R4）

帯広圏（R4）

松山都市圏（R5）

新潟市（R4）

熊本都市圏（R5）沖縄本島中南部（R5）
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２. 標準的なPT調査
（１）パーソントリップ調査とは
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（２）広島都市圏（HATS, 1967)

出典：広島の都市交通の現況と将来、広島都市交通問題懇談会
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（３）手引きで示されているPT調査

・交通の“量”を重視した調査体系

出典：総合都市交通体系調査の手引き（案）、平成19年9月
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（３）手引きで示されているPT調査

・分析精度（カテゴリー数）に基づく調査規模の設定

出典：総合都市交通体系調査の手引き（案）、平成19年9月
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（４）標準的PT調査の特徴

【】

PT調査の特徴項目
都市圏（通勤圏など考慮）調査対象エリア

大サンプルサンプル数

居住者を対象とした無作為抽出対象者抽出方法

郵送配布、郵送・WEB回収調査手法

交通量の予測評価手法
（四段階推定法）

分析手法

都市交通マスタープラン
（任意計画）

アウトプット
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（５）PT調査は何のための調査であったか？

都市の骨格を形成する交通施設等の必要性及び規
模に関する総合的な検討として、
→道路や幹線公共交通（鉄道、LRT）など
計画交通量（将来交通需要）を決めるため、
将来の交通量を予測する必要があり、
このためには、目的別手段別OD交通量が必要で、
それを把握するための大サンプル調査がPT調査
※トリップデータは使いやすいので、他の施策などでの活用にも
広がった
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３. 状況の変化
（１）人口動向

・多くの都市圏において人口は減少
・ただし、都市圏内においては人口が増加するところも
・人口規模の大小により、提供する都市サービスの量が
変動することになるため、戦略的な地域づくりが一層必要

人口増減数（平成22年～平成27年）

資料：国勢調査に関する地域メッシュ統計（平成22年、平成27年）
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（２）施策の変化

・都市と交通の連携が一層重要に
・規制や整備中心から、誘導・活用・マネジメントの取り組みが広がる

誘導を軸とした
立地適正化計画

移動手段の確保に
着目した

地域公共交通計画

歩きたくなるを軸とした
ウォーカブルな
まちづくり

出典：前橋市地域公共交通計画、前橋市
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（３）移動・活動の変化

・人口動向や経済成長との連動が薄れた移動

自家用車・軽自動車による人キロの伸び率
（1990年を100とした場合）

出典：ITF2011

総トリップ数と総人口の推移

出典：東京都市圏パーソントリップ調査記者発表資料
（令和元年）

講習6：これからの都市交通調査



（３）移動・活動の変化

出典：経済産業省「令和2年度産業経済研究委託事業（電子商取引に関する市場調査）」

BtoC-EC市場規模の経年推移
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①食料品・日用品以外のネット購入
（インターネット通販など）

②食料品・日用品のネット購入
（ネットスーパーなど）

③食事のデリバリーサービス・出前

とてもそう思う そう思う どちらでもない そう思わない 全くそう思わない
※わからないとの回答者は集計対象外としています

物販系のEC市場規模が拡大

購買活動はコロナ後も継続のニーズが一定程度存在

仕事の仕方の変化
業務活動はオンライン化が進展

資料：東京都市圏交通計画協議会「新たなライフスタイルを実現する人中心のモビリティネットワークと生活圏
―転換点を迎えた東京都市圏の都市交通戦略―」（令和３年３月）をもとに作成
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全て置き換わった かなり置き換わった 半分程度置き換わった
少し置き換わった 全く置き換わっていない

対面での打合せからWeb、テレビ会議へ
対面での営業から電子メール(SNS含む)での

営業へ
書類やデジタル商品の持参・納品からメールなど

での電子送付・納品へ
対面での取引からインターネット取引へ

従業員による対面の配達から宅配事業者
などによる郵送や配達へ

資料：国土交通省「新型コロナ生活行動調査（令和２年度８月実施）」をもとに作成

コロナ後のオンライン活動の継続ニーズ

（単位：億円）

令和2年4月の要件緩和以降、オンライン診療等の登録機関数は増加

・中心市街地の賑わい減少等は、かつてはモータリゼーション、人口減少が主要因で
あったが、近年はネットの爆発的な普及が大きく影響

資料：厚生労働省「第15回オンライン診療の適切な実施に関する指針の見直しに関する検討会 資料1-2」をもとに作成
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（４）交通系ビッグデータの登場

提供データの特徴時間
解像度

空間
解像度

取得
間隔

サンプル
数概要データ

• 大サンプルであり、サンプルの偏りが比較的小さい
• 空間解像度から、滞留人口や広域的な移動の把
握に適している

最小1時間
単位

125m
メッシュ以上常時数千万人携帯電話と基地局の

通信履歴データ
携帯電話

基地局データ

• 詳細な空間スケールの分析に適している
• 地下の移動の把握に課題がある

任意
（数分～）緯度経度常時数百万人スマートフォン等のGPSで

取得される緯度経度情報GPSデータ

• 詳細な空間スケールの分析に適している
• 観測箇所はアクセスポイントの場所による

任意
（数秒～）

アクセス
ポイント単位常時

Wi-Fiに
アクセスし

た人

Wi-Fiアクセスポイントと
スマートフォン等の通信履

歴データ
Wi-Fiアクセス
ポイントデータ

• GPSの届かない屋内や地下等での流動の把握に
適している

任意
（数分～）

パケットセン
サの設置地

点
常時設置箇所

による
Wi-Fi搭載機器が発信す

るプローブ要求データ
Wi-Fiパケット

センサ

• GPSの届かない屋内や地下等での流動の把握に
適している

任意
（数分～）

ビーコンの
設置地点常時設置箇所

による
ビーコンとスマートフォン等

が交信した履歴情報ビーコン

• 特定地点に滞在する人数のカウントに適している
• プライバシーの問題で回遊を追うことには課題がある任意カメラの設置

地点常時設置箇所
による

CCTVカメラ等の画像を
AI解析することで取得す

る人の位置情報
AIカメラ

• 公共交通利用の大部分をサンプルとして得られる任意駅
停留所常時地域に

よる
交通系ICカードの
利用履歴データ

交通系
ＩＣカード

• 位置情報に加えて、速度や加速度の把握に
適している任意緯度経度常時数百万台ETC2.0搭載車の走行位

置履歴等のプローブデータETC2.0
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４. 新たな方向性
（１）都市交通調査が目指す姿
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（２）多様な目的に対応した都市交通調査の促進

・地方公共団体が取り組む施策は多様化しつつあることから、それぞれの地域のニー
ズに応じた都市交通調査を自由度高く設計し、実施すべき

・各都市圏が今後実施するパーソントリップ調査を支援しつつ、ニーズに対応した、
多様な調査の開発を促進（小規模化、高頻度化、複数日調査など）

＜多様な調査の実現に向けた検討課題＞
・地域が抱える課題を解決するための都市交通調査の活用方法
（立地適正化計画や地域公共交通計画の策定への活用など）

・柔軟なサンプル設計
・シミュレーションの活用

講習6：これからの都市交通調査
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各都市圏が抱える課題に対応した調査設計を

・全体的な関係性（下敷きの計画）の検討にも
・個別施策の検討にも

講習6：これからの都市交通調査



21

例えば、立地適正化計画では
＜これまで＞
・都市経営や都市的サービスの維持の観点から、コンパクト＋ネットワークを推進
・防災面からは、ハザードエリアへの居住を抑制
＜PTデータを使えば＞
・人口減少下において集約化を図るにあたり、暮らしやすさ

例）A地区よりもB地区の方が、高齢者が活発に活動できる
D地区よりもC地区の方が、子育て層の移動の負担が小さく、暮らしやすい 等

A地区
高齢者の活動特性
外出率 40％
１日平均トリップ数 2回
独身就業者の活動特性
外出率 95％
１日平均トリップ数 4回

B地区
高齢者の活動特性
外出率 60％
１日平均トリップ数 3回
独身就業者の活動特性
外出率 95％
１日平均トリップ数 4回

C地区
共働き子育て層の活動特性
外出率 95％
１日平均トリップ数 5回
１日総移動時間 1時間

鉄道駅
D地区
共働き子育て層の活動特性
外出率 95％
１日平均トリップ数 7回
１日総移動時間 1.5時間

講習6：これからの都市交通調査
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例えば、地域公共交通では

①需要に応じた公共交通サービスの提供
【施策イメージ】
需要が多 ：基幹路線として高頻度運行
需要が少 ：デマンド交通など面的にサービスを確保

③活動機会の確保
【施策イメージ】
外出が少： オンデマンド交通等の導入、

中長期的にも人口が少なければ
縮退の候補地へ

②持続的・効率的なサービスのマネジメント
【施策イメージ】
混雑対応 ：ピークシフトによる需要の平準化
利用促進 ：モビリティマネジメント等で需要を啓発

課 題 検討に必要なデータ

・人口（潜在需要）
・公共交通利用者数（実績）

・公共交通利用者および非利
用者の行動パターン
（目的、時刻、属性など）

・非利用者の外出行動

（目的、時刻、属性、交通手
段など）

講習6：これからの都市交通調査
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活用目的に応じた柔軟なサンプル設計

サンプル数イメージ
（必要最低サンプル数を１カテゴリあたり
200とした場合）

カテゴリ区分例把握したいカテゴリ区分

200－属性クロスなし

200×2×3=1200性別(2)、年齢(3)属性クロス

200×3×2=1200地域特性(3)
駅勢圏内外(2)

地域類型クロス

200×2×3×3×2=7200性別(2)、年齢(3)、
地域特性(3)、
駅勢圏内外(2)

属性と地域類型のクロス

200×400=80000ゾーン数(400)ゾーンクロスあり

200×2×3×400=480,000性別(2)、年齢(3)、
ゾーン数(400)

属性とゾーン サンプル大

サンプル小

・いろいろなことを、同時に、細かく知りたい場合、サンプルは大きくなる
・やりたいことに応じて、知りたいことを吟味すれば、サンプル数は変えられる

講習6：これからの都市交通調査
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アクティビティ・ベースド・シミュレータ

・都市圏居住者全員分の、各個人の１日の活動・移動を表現可能
・従来の四段階推定法は、交通量を予測できるが、個人の動きはわからない

アクティビティ
ベースド
シミュレータ

四段階推定法

講習6：これからの都市交通調査
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シミュレーションによるデータ生成

・小サンプルのPT調査とビッグデータ等を活用したシミュレータを構築することで、
都市圏内の人の移動をシミュレーションで評価することが可能に

人流ビッグデータ
（滞留人口等）

PT調査データ
（サンプル数3000～6000人）

都市圏における
活動・生活データ

整合

大ゾーン別の
外出率や
分担率など

その他
ゾーン間OD等
（目的別手段別）

機会へのアクセス
居住地別の外出率、
原単位、移動時間など

人の居場所
属性別の

滞留人口、滞在時間

交通データ
土地利用データ

モデル内で使用 ゾーン別の
指標等

地域特性に
合わせるように
チューニング

属性別の
行動パターン
データ

全国PT調査を改良し、そのデータ
を用いることも考えられるデータ生成のイメージ（人口３０万人規模）

講習6：これからの都市交通調査



交通系ビッグデータとPTデータの本質的違い

・ビッグデータは、各断面で集計された時系列に強い大量のデータ
・PT調査は、各個人の様々な情報を同時に取得でき分析に活用できる、

いわゆる“シングル・ソース・データ”

お店

自宅

職場

勤務

買物

40代
男性
会社員
３人家族

自動車
免許あり

30代
女性
会社員
独身

自動車
免許なし

GPS

基地局

クラウド

講習6：これからの都市交通調査
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（３）活動に着目した新たな都市交通調査の開発

・活動のニーズ、ニーズを満たす場所、移動の有無、が捉えられ、
都市空間における人の活動や移動の実態を、原因も含めて把握可能な
調査手法の開発

講習6：これからの都市交通調査
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活動場所の多様化

従来の活動パターン 活動場所が多様化した状況

従来からのPT調査 活動も捉えるPT調査

特徴
①活動と移動が紐ついている
②性年齢や就業状態が同じ人の移動・活動の

パターンは似ている

勤務先

外部打合せ

特徴
①オンライン化が進んだことで、様々な場所で様々な活動が可能に
②性年齢や就業状態等が同じであっても、活動パターンが多様化

サテライト

在宅勤務
育児

勤務先
A

B

C

A

B

C
在宅勤務

・外出していない人であっても、満足している人と不満がある人がいると考えら
れるが、従来の調査ではこのことが把握困難

講習6：これからの都市交通調査



１日の活動から、複数日の活動へ

【活動】
スーパー
買い物
週１回 【移動】

自動車
20分

【移動】
徒歩
15分

【活動】
病院
受診
週2回

【移動】
徒歩
5分

【移動】
徒歩
15分

【活動】
病院 受診

AM9～AM11

ある１日の活動パターンを把握。
サンプルが多ければ概ねの流動が

把握可能

【活動】
在宅ワーク

週2回 【活動】
公園
散策

AM11:20～
AM12:00 【移動】

徒歩
10分

どんな暮らし方
をしているか？

【活動】
公園
散策

週５日

・高齢者等は、毎日同じ行動をしていない
・活動へのアクセシビリティは、１日を対象とした調査では把握に限界も

１日の移動から把握できること複数日の移動から把握できること

講習6：これからの都市交通調査
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活動調査の例（活動毎に捉える）

講習6：これからの都市交通調査
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（４）デジタル技術による効率的な調査方法

【スマートフォンアプリによる回答促進】
・各都市圏が利用しやすいWeb調査システムやスマホアプリ等を国が開発し、それを各
地方公共団体が利用できるように検討を促進

・開発だけでなく、更新しつづける仕組みとあわせた検討が必要
・アプリのダウンロードの負荷等を考慮し、回答者へのインセンティブの付与についても検
討

【ビッグデータ等を活用した各種取り組みの効率化の推進】
・異なる人の移動に関するデータの組み合わせや、道路交通データ、物流、経済活動
などの複数のデータを組み合わせること等により、都市交通調査の効率化を促進

講習6：これからの都市交通調査
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アプリを活用した調査手法の開発

位置情報取得
アプリ

Web調査システム
調査回答
サーバー

位置情報
データ

GPSデータ蓄積

GPSデータ
取得

GPSデータをもとに
滞在場所等を補間

回答補助機能
としてアプリ案内

Web調査システムの全体構成イメージ 調査フローのイメージ

①位置情報入力支援機能を使いたい人は
「位置情報取得アプリ」を登録

②調査日当日は位置情報機能をオンにして
通常通り行動（当日の入力等は不要）

③回答者は「Web調査システム」で
世帯票（個人属性等）を入力

④回答者は「Web調査システム」で個人票を入力
※滞在した場所や移動開始時間等は、位置情報をもとに自

動で入力してあり、回答者は内容を確認・修正。
移動に関する目的や交通手段等に関して、入力）

講習6：これからの都市交通調査
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（５）都市交通調査のデータ利活用の促進

簡易分析及び可視化のための
ツールの提供

・多様な主体がデータを利活用でき
るようなツールの開発を促進する

・データ分析の専門家と、専門家で
はない人の両方が使いやすい環境
を構築することが重要

都市交通調査プラットフォームによ
る知見の共有

・新たな都市交通調査をみんなで育
てていくため、これを支える場として、
情報交流、ツールの入手、事例共
有、人材育成等を支援する、都市
交通調査の統合プラットフォームを
構築

講習6：これからの都市交通調査



都市交通調査プラットフォーム
講習6：これからの都市交通調査
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５.まとめ

・各都市圏が抱える課題に応じた調査を、各都市圏が
自らデザインすることが必要

・PT調査の基本を理解しつつ、それぞれの都市圏が独
自性を発揮するために、調査デザインに注力すべき

・自治体担当者が自らデータを活用することができる
環境をつくる

講習6：これからの都市交通調査


